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地方公務員法（昭和 25年法律第 261 号）第 58 条の２及び神戸市人事行

政の運営等の状況の公表に関する条例（平成 17年３月条例第 35 号）第４

条の規定に基づき、令和４年度における人事行政の運営の状況及び人事委

員会の業務の状況を次のとおり公表します。 

 

令和５年 11 月 30 日 

神戸市長 久 元 喜 造 
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Ⅰ．令和４年度 人事行政の運営の状況 

 

第１章 職員の任用、職員数及び退職管理の状況 

 

 本市では、震災後、行財政改善に取り組むため、平成７年 12月に「行財政改善緊急３カ年計画」

を策定し、その後も、平成 11年度からは「新たな行財政改善の取組み」、平成 16年度からは「行政

経営方針」、平成 23年度からは「行財政改革 2015」、平成 28 年度からは「行財政改革 2020」に基づ

き、令和２年度までに外郭団体への派遣職員も含めた職員総定数 7,719 人の削減に取り組んできま

した。 

また、令和３年度から令和７年度までを計画期間とする「行財政改革 2025」に基づき、今後限

られた職員数で多様化する行政課題に取り組むため、効率的・効果的に業務を遂行するとともに、

特に力を入れる事業に人員と財源を配分していきます。  

 

１．職員数                               

（各年４月１日現在）                            （単位：人） 

区分 
職員数 

増減数 主な増減理由 

会計年度任用職員 

（フルタイム） 

令和４年度 令和５年度 令和５年度 

市長部局等 ９，１８７ ９，１３０ △５７ 
事務集約や民間活力導入に

伴う執行体制の見直し等 
４０３ 

消防局 １，４９１ １，４８３ △８ 採用者数減 ０ 

水道局 ５８３ ５５６ △２７ 
業務効率化による人員見直

し等 
５ 

交通局 ９７８ ９６１ △１７ 
勤務仕業の見直しによる人

員見直し等 
１８ 

教育委員会 ８，４８０ ８，４９７ １７ 
教員不足解消を目的とする

新規採用者数の増加 
１６ 

合 計 ２０，７１９ ２０，６２７ △９２  ４４２ 

（注１）市長部局等には、選挙管理委員会事務局、人事委員会事務局、監査事務局、農業委員会事務

局、市会事務局を含みます（以下同じ）。 

（注２）「職員数」は、会計年度任用職員、臨時的任用職員及び非常勤職員を除きます。また、公益

的法人等への派遣職員を含みます。 

（注３）会計年度任用職員とは、一会計年度を超えない範囲内で置かれる非常勤の職員で、本表

では地方公務員法第 58条の２に基づき、一般職員と同じ勤務時間の会計年度任用職員（フ

ルタイム）の数を計上しています。 
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２．採用者数 

 （令和４年４月１日から令和５年３月 31日までに採用したもの） 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．退職者数 

 （令和４年４月１日から令和５年３月 31日までに退職したもの） 

（単位：人） 

区分 定年退職 定年退職以外 合計 

市長部局等 ２２５ １６７ ３９２ 

消防局 ３５ ９ ４４ 

水道局 １４ ６ ２０ 

交通局 ３２ １４ ４６ 

教育委員会 ２１１ ２１８ ４２９ 

合 計 ５１７ ４１４ ９３１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 採用者数 主な採用職種 

市長部局等 ２９６ 一般行政、保育士、保健師等 

消防局 ４１ 消防局職員 

水道局 ２ 水道技術（土木、機械） 

交通局 ４０ 乗合自動車運転士等 

教育委員会 ２４２ 教員、学校事務職員等 

合 計 ６２１  
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４．再任用職員数                               

（令和５年４月１日現在） 

（単位：人） 

区分 
再任用職員数 

合計 
フルタイム 短時間 

市長部局等 ２６７ ６５０ ９１７ 

消防局 ７ １１６ １２３ 

水道局 ５９ １５ ７４ 

交通局 １０７ ３０ １３７ 

教育委員会 ３１１ ４０９ ７２０ 

合 計 ７５１ １，２２０ １，９７１ 

（注）職員数には、公益的法人等への派遣職員を含みます。 

 

 

５．職員の昇任の状況 

 （令和４年４月１日から令和５年３月 31日までに昇任したもの） 

                              （単位：人） 

区分 局長級 部長級 課長級 係長級 合計 

市長部局等 １４ ３５ １０６ １３３ ２８８ 

消防局 １ ２ ８ １０ ２１ 

水道局 １ １ ３ ４ ９ 

交通局 １ ２ ５ ８ １６ 

教育委員会 ２ ２ ４６ ６６ １１６ 

合 計 １９ ４２ １６８ ２２１ ４５０ 
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６．退職管理の状況 

本市では、退職管理の適正化を目的として、地方公務員法が改正されたことに伴い、平成

28 年４月１日に職員の退職管理に関する条例を施行し、適正な退職管理を行っています。平

成 29 年６月１日には「神戸市退職者人材センター」を設置しており、退職者の再就職に関す

る透明性・公正性をより一層高めるため、同センターを介さない在職中の求職活動や再就職の

あっせんを原則禁止するとともに、退職者に対し、市民の疑念を招く恐れのある利害関係企業

等への再就職の自粛要請を行っています。 

 

 

７．再就職の状況 

 （令和４年４月１日から令和５年３月 31日までに退職したもの） 

 （１）教員を除く                          （単位：人） 

 
局長級 部長級 課長級 合計 

退職者数 １５ ２４ ５３ ９２ 

本市以外の法人等への再就職者数 １１ １４ ２３ ４８ 

（内訳） 

外郭団体 ５ ５ ７ １７ 

地方独立行政法人 １ ３ － ４ 

その他 ５(２) ６ １６(１１) ２７ 

本市への再就職者数（再任用等） ３ ８ ２１ ３２ 

その他 １ － － １ 

再就職しなかったものの数 － ２ ９ １１ 

（注）（）内の数字は退職者人材センターを通じなかった職員数です。 

 

（２）教員 

  局長級 部長級 課長級 合計 

退職者数 － － ４１ ４１ 

本市以外の法人等への再就職者数 － － ９ ９ 

（内訳） 
外郭団体 － － ３ ３ 

その他 － － ６(６) ６ 

本市への再就職者数（再任用等） － － ３０ ３０ 

再就職しなかったものの数 － － ２ ２ 

（注）（）内の数字は退職者人材センターを通じなかった職員数です。 
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第２章 職員の給与の状況 

 

本市の一般職員の給与は、人事委員会が行う勧告（市職員の給与水準を市内民間企業の従業員

の給与水準と合わせることを基本としています）、国や他の地方公共団体の給与を考慮し、最終

的には市民の代表で構成する市会の議決を経て、条例で定めています。 

  

１． 総括 

 

（１）人件費の状況（令和４年度決算） 

 

ア 市長部局等、消防局及び教育委員会の状況 

区  分 
歳出額 

（Ａ） 
実質収支 

人件費 

（Ｂ） 

人件費率 

（Ｂ/Ａ） 

普通会計 
千円 千円 千円 % 

963,856,264 1,126,503 183,510,861 19.0 

（注１）本市の住民基本台帳人口（令和５年１月１日時点）は 1,510,917 人です。 

（注２）人件費とは、 一般職員に支給される給料や各種手当のほか、 市長や議員

などの特別職に支給される報酬など、 共済組合に対する負担金、 社会保険

料の負担金などを含む広い範囲の費用の合計です。 

 

イ 水道局及び交通局の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）水道事業会計及び工業用水道事業会計には、資本勘定支弁職員に係る人件費

（それぞれ 843,862 千円、12,577 千円）を含みません。水道事業会計には特別職

（管理者）１名を含みます。 

（注２）高速鉄道事業会計には、資本勘定支弁職員に係る人件費（129,999千円）を含みません。 

     交通事業会計には特別職（管理者）１名を含みます。 

 

区  分 
経常支出額 

（Ａ） 
経常収支 

人件費 

（Ｂ） 

人件費率 

（Ｂ/Ａ） 

水
道
局 

水道事業 

会計 

千円 千円 千円 % 

31,910,116 2,349,813 4,092,807 12.8  

工業用水道 

事業会計 
1,479,227 93,677 188,016 12.7  

交
通
局 

自動車 

事業会計 
10,950,412 △869,454 3,501,289 32.0 

高速鉄道 

事業会計 
26,070,201 △2,994,354 5,933,075 22.8 
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（２）職員給与費の状況（令和４年度決算) 

  

ア 市長部局等、消防局及び教育委員会の状況 

区  分 
職員数

（Ａ） 

給     与     費 １人 

当たり 

給与費 

(B/A) 

給 料 職員手当 
期末勤勉 

手  当 

計 

（Ｂ） 

普通会計 
人 千円 千円 千円 千円 千円 

18,898 75,144,764 24,329,179 32,364,768 131,838,711 6,976 

（注１）給与費とは、 一般職員の給与総額から退職手当を除いたもので、 給料や扶養・住

居・通勤などの手当、 民間の賞与に当たる期末・勤勉手当などの合計です。 

（注２）職員数については令和４年４月１日現在の人数です。また、再任用職員（短時間勤

務）及び会計年度任用職員を含んでいません。 

（注３）給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれていますが、会計

年度任用職員の給与費は含んでいません。 

 

イ 水道局及び交通局の状況 

（注１）給与費とは、 一般職員の給与総額から退職手当を除いたもので、 給料や扶養・住

居・通勤などの手当、 民間の賞与に当たる期末・勤勉手当などの合計です。 

（注２）水道事業会計（損益）および交通事業会計（損益）は特別職（管理者）１名を含む。 

 

区  分 

職員

数

（Ａ） 

給     与     費 １人 

当たり 

給与費 

(B/A) 

給 料 職員手当 
期末勤勉 

手  当 

計 

（Ｂ） 

水 
道 

局 

水道 

事業 

会計 

損益 

勘定 

人 千円 千円 千円 千円 千円 

462 1,865,353 706,377 758,336 3,330,066 7,208 

資本 

勘定 
101 372,943 170,053 163,967 706,963 7,000 

工業用 

水道 

事業 

会計 

損益 

勘定 
20 78,200 29,127 31,809 139,136 6,957 

資本 

勘定 
2 6,056 2,484 2,011 10,551 5,276 

交 

通 

局 

自動車 

事業 

会計 

損益 

勘定 
397 1,388,503 734,527 546,203 2,669,233 6,724 

高速鉄

道事業

会計 

損益 

勘定 
597 2,287,610 1,429,952 987,423 4,704,985 7,881 

資本 

勘定 
13 53,288 28,980 26,255 108,523 8,348 
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（３）給与水準の状況（一般行政職のラスパイレス指数） 

 

 

  

 

 

 

（注１）ラスパイレス指数とは、全地方公表団体の一般行政職の給料月額を同一の基

準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影

響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100 として計算した

指数です。 

（注２）（ ）書きの数値は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法によ

る措置がないとした場合の値です。 

（注３）令和４年度の給与水準は政令指定都市 20都市９位の水準です。 

 

２．職員の平均給料月額、初任給等の状況 

 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和５年４月１日現在） 

区  分 
平 均 

年 齢 

平均給料 

月  額 

平均給与 

月  額 

市長部局等、 

消防局及び 

教育委員会 

一 般 

行政職 
43 歳０月 329,623 円 471,570 円 

労務職 51 歳 10 月 329,091 円 420,973 円 

水道局 48 歳２月 336,242 円 466,353 円 

交通局 47 歳５月 296,953 円 450,240 円 

（注１）一般職員の給料月額は、給料表によって決められます。市は、行政職、消

防職、教育職など職種に応じてそれぞれ給料表を定め、各給料表には、職務の

内容と責任の度合いに応じたいくつかの級が設けられています。 

（注２）平均給与月額とは、給料月額及び諸手当（期末・勤勉手当及び退職手当

を除く）の合計です。 

 

（２）職員の初任給の状況（令和５年４月１日現在） 

区  分 

神戸市 国 

初任給 初任給 

一 般 

行政職 

 大学卒 187,600 円 
総合職 189,700 円 

一般職 185,200 円 

 高校卒 156,500 円 一般職 154,600 円 

（注）水道局及び交通局の一般行政職相当職員についても、初任給等は神戸市一般行

区 分 平成 24 年度 平成 29 年度 令和４年度 

神戸市 
110.6 

（102.2） 
101.0 100.3 

政令指定 

都市平均 

109.3 

(101.1) 
99.9 99.7 
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政職と同額となっています。 

 

３．職員の手当の状況 

（１）職員手当（令和５年４月１日現在） 

区分 
神     戸     市 

国 
内    容 

扶
養
手
当 

主として職員の扶養を受けている扶養親族のある者に

対して支給 

左記区分に対して、 

それぞれ下記の額 

配偶者 6,500 円 
6,500 円（行政職俸給表

（一）7級相当以下） 

子 12,000 円 10,000 円 

父母等 6,500 円 
6,500 円（行政職俸給表

（一）7級相当以下） 

・16～22 歳の子がいる場合  

子１人につき 5,000 円を加算 5,000 円を加算 

地
域
手
当 

給料・扶養手当などの合計額の 12％を支給 

市と同じ ・東京都特別区内に勤務する者は 20％ 

・医師又は歯科医師は 16％ 

住
居
手
当 

住居費用を負担している者（世帯主）に対して支給 

賃貸住宅居住者は 

家賃の額に応じ 

28,000 円を限度に 

支給。 

持家等 

・市内居住者 

・市外居住者 

 

4,000 円 

なし 

借家又は借間 

・市内居住者       19,000 円                   

・市外居住者              15,000 円                   

通
勤
手
当 

通勤のためバス・電車など交通機関及び自動車など交通

用具を利用する者に支給 

交通機関利用者は 

運賃相当額 

（55,000 円/月 

を限度）。 

交通用具利用者は 

2,000～31,600 円 

・交通機関利用者 運賃相当額 

（55,000 円/月を限度） 

・交通用具利用者 
4,400～    31,600 円 

時
間
外
勤
務

手
当 

正規の勤務時間を超えて勤務した者に支給 市と同じ 

特
殊
勤
務
手
当 

危険・不快など特殊な勤務条件で勤務する者に支給 

基本的には市と同じ。 

ただし、市とは 

勤務内容が異なる 

ものが多い。 

（注）ほかに管理職手当などがあります。 
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（２）期末・勤勉手当（令和４年度） 

区  分 

神 戸 市 国 

期末 

手当 

勤勉 

手当 

期末 

手当 

勤勉 

手当 

  月分 月分 月分 月分 

令和４年６月期 1.20 0.95 1.05 0.95 

令和４年 12 月期 1.20 1.05 1.20 1.05 

年間の計 2.40 2.00 2.25 2.00 

加算措置 

の状況 

 職制上の段階、職務の級

などによる加算措置有 
市と同じ 

（注）国は、令和３年人事院勧告に基づく令和３年 12月期の期末手当の 

引下げ相当額（△0.15 月）を令和４年６月期の期末手当から減額す 

ることで調整しています。 

 

（３）退職手当（令和５年４月１日現在) 

区  分 

神 戸 市 国 

自己 

都合 
定年等 

自己 

都合 
定年等 

 
月分 月分 

市と同じ 

勤続 20 年 19.6695 24.586875 

勤続 25 年 28.0395 33.27075 

勤続 35 年 39.7575 47.709  

最高限度 47.709  47.709 

加算措置 

定年前早期 

退職特例措置 

(２～45％の加算) 

市と同じ 

（注）令和４年度に退職した職員１人当たりの平均支給額は、自己都合退職で

175 万円、定年・勧奨退職で 2,125 万円となっています（平均支給額は 

市長部局等、消防局及び教育委員会のもの。水道局は、自己都合退職は 

161 万円、定年・勧奨退職で 1,975 万円。交通局は、自己都合退職で 

211 万円、定年・勧奨退職で 1,747 万円）。 
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４. 特別職の報酬等の状況 

（１）特別職の報酬等 

区  分 
報酬などの月額 

（令和５年４月１日現在）  

期 末 手 当 

 （令和４年度の状況） 

市  長 

 
 

給
料 

1,128,000 円 

(1,410,000 円) 令和４年６月期 2.125 月分 

 

令和４年 12 月期 2.225 月分 

 

年間の計  4.35 月分 

副市長 
  943,500 円 

(1,110,000 円) 

議  長  

報
酬 

1,140,000 円 

副議長 1,040,000 円 

議  員   930,000 円 

（注１）市長及び副市長の給料については、平成 15 年４月より市長 20％、 

副市長 15％減額して支給しています。（ ）内は、減額措置を行う前の金額です。 

（注２）期末手当については、平成 11年 12 月期以降、市長 30％、 

副市長 15％減額して支給しています。 

 

（２）市長及び副市長の退職手当の支給水準等（令和５年４月１日現在） 

区 分 退職手当の支給水準 １期の手当額 

市 長 給料月額×在職月数×100 分の 62 
25,176,960 円 

(41,961,600 円) 

副市長 給料月額×在職月数×100 分の 50 
21,312,000 円 

(26,640,000 円) 

（注１）現任期に係る退職手当については、市長 40％、副市長 20％の減額措置を 

行っています。 

（注２）退職手当の「1期の手当額」の（ ）内は、４月１日現在の給料月額及び支

給率に基づき、１期（４年＝48 月）務めた場合における、減額措置を行う前の

見込額です。 
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第３章 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

 職員の勤務時間その他勤務条件については、「神戸市職員の勤務時間、休暇等に関する条例」等に

よって、下記のとおり、定めています。 

 

１．職員の勤務時間について 

  職員の勤務時間は、原則として、月曜日から金曜日までの午前８時 45分から午後５時 30 分ま

でとし、その途中に 60分の休憩時間を設けています。 

  なお、交代勤務職場など、業務の性質上、特別の勤務時間を定める必要のある職員については、

別途、勤務時間を定めています。 

 

２．年次有給休暇について 

  年次有給休暇は、原則として１年度あたり 20 日付与されており、20 日を限度として翌年度に

繰り越すことができることとしています。 

  ○令和４年度年次有給休暇の取得状況（全市平均） 

一人当たり平均取得日数   16.5 日 

 

３．その他の休暇制度について 

職員には、年次有給休暇のほか、病気休暇、介護休暇（親族の介護のための休暇）及び特定

の事由に基づいて認められる特別休暇の制度を、下表の通り設けています。 

主な休暇制度 付与日数、取得期間等 

病気休暇 負傷又は疾病のために療養する必要がある場合、年度に関わらず 90 日 

介護休暇 職員の親族の介護を行う場合、通算６月の期間内（３回まで分割取得可） 

特
別
休
暇 

健康支援休暇 女性職員が生理日に休養を願い出た場合 

出生サポート休暇 不妊治療に係る通院等の場合 ５日以内（体外受精等の場合は 10 日以内） 

産前休暇 出産予定日以前８週間（多胎妊娠の場合は 14 週間） 

産後休暇 出産日の翌日から８週間 

妊娠障害休暇 女性職員が妊娠による疾病又は異常のため就業が著しく困難な場合 ６日以内 

出産補助休暇 出産日の前後各２週間 ３日以内 

育児参加休暇 男性職員の配偶者が出産する場合、５日以内  

結婚休暇 職員が結婚した場合、連続して７日間以内 

忌服休暇 職員の親族が死亡した場合、７日以内で親等に応じて定める日数 

年次祭し休暇 配偶者及び 1親等の血族の祭日に祭しを行う場合 １日 
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夏季休暇 
６月１日から９月 30 日までの間（業務都合により 10 月 31 日まで延

長可） ５日以内 

社会貢献活動休暇 
職員が自発的に、かつ報酬を得ないで社会貢献活動を行う場合、５日以

内 

子の看護休暇 中学校就学前の子の看護を行う場合、５日以内（２人以上の場合は 10 日以内） 

短期の介護休暇 職員の親族の介護を行う場合、５日以内（２人以上の場合は 10 日以内） 
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４．育児休業及び部分休業の状況 

  育児休業及び部分休業は、子を養育する職員の継続的な勤務を促進し、職員の福祉を増進す

ることを目的として、育児休業については子が３歳に達する日まで、部分休業については子が

小学校就学の始期に達するまで取得することができる制度です。 

  本市では、急速に進行している少子化への対策として制定された「次世代育成支援対策推進

法」に基づいて、「神戸市特定事業主行動計画（第４期）」を策定しており、同計画の中で、育

児休業等を取得しやすい環境の整備を目標に掲げ、育児休業等の取得促進に努めています。 

 

  ○令和４年度育児休業及び部分休業の取得状況等 

              （単位：人） 

 

区分 

 

育児休業 

取得者数 

 

 

部分休業 

取得者数 

 

令和４年度中に新たに

育児休業等が取得可能

となった職員数 

    

男性職員 ２１１ １５ ５０５ 

女性職員 ４７２ １３６ ４７３ 

計 ６８３ １５１ ９７８ 

（注）「育児休業取得者数」「部分休業取得者数」の欄には、令和４年度に新たに育児休業

（部分休業）を取得した職員数を記載しています。 

（注）「令和４年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員数」とは、男性の場合

は、令和４年度中に子が出生した職員数を指します。また、女性の場合は、産後休

暇が終了し、令和４年度中に育児休業等が取得可能となった職員数を指します。 
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第４章 職員の分限及び懲戒の状況 

 

１．分限処分の状況 

  分限処分とは、職員が一定の事由（心身の故障など）によって、その職責を十分に果たし得

ない場合に、公務能率の維持向上のため、任命権者が行う処分です。 

 

○令和４年度分限処分者数                    （単位：人） 

区 分 免 職 降 任 

休 職 

合 計 
病気休職 起訴休職 

条例に定

める事由 

市長部局等 ２ ０ ２２９ １ ２ ２３４ 

消防局 ０ ０ ４ ０ ０ ４ 

水道局 ０ ０ １７ ０ ０ １７ 

交通局 ０ ０ ２９ ０ ０ ２９ 

教育委員会 ０ ０ １５６ ０ ０ １５６ 

合 計 ２ ０ ４３５ １ ２ ４４０ 

 （注）「条例に定める事由」とは、「学校、研究所等において職務に関連のある学術に

関する事項の調査、研究、指導に従事する場合」のことを指します。 

  

 

 

２．懲戒処分の状況 

  懲戒処分とは、職員の一定の義務違反（法令違反など）に対し、その道義的責任を問うこと

により、公務における規律と秩序を維持することを目的として、任命権者が行う処分です。 

本市では、懲戒処分に対する公正性・公平性を客観的に示すとともに、服務事故防止と職員

のモラル確保のため、「懲戒処分の指針」を定め、これに基づいて運用を行っています。 

 

○令和４年度懲戒処分者数                    （単位：人） 

区 分 戒告 減給 停職 免職 合計 

市
長
部
局
等 

給与・任用に関する不正 ０ ０ ０ ０ ０ 

一般服務違反関係 ３ ０ ３ ０ ６ 

一般非行関係 ０ ０ ３ １ ４ 

収賄等関係 ０ ０ ０ ０ ０ 

道路交通法違反 ０ ０ ０ ０ ０ 

監督責任 ０ ０ ０ ０ ０ 

小 計 ３ ０ ６ １ １０ 
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区 分 戒告 減給 停職 免職 合計 

消
防
局 

給与・任用に関する不正 ０ ０ ０ ０ ０ 

一般服務違反関係 ０ ０ ０ ０ ０ 

一般非行関係 ０ ０ ０ ０ ０ 

収賄等関係 ０ ０ ０ ０ ０ 

道路交通法違反 ０ ０ ０ ０ ０ 

監督責任 ０ ０ ０ ０ ０ 

小 計 ０ ０ ０ ０ ０ 

水
道
局 

給与・任用に関する不正 ０ ０ ０ ０ ０ 

一般服務違反関係 １ ０ ３ ０ ４ 

一般非行関係 ０ ０ ０ ０ ０ 

収賄等関係 ０ ０ ０ ０ ０ 

道路交通法違反 ０ ０ ０ ０ ０ 

監督責任 ０ ０ ２ ０ ２ 

小 計 １ ０ ５ ０ ６ 

交
通
局 

給与・任用に関する不正 ０ ０ ０ ０ ０ 

一般服務違反関係 ３ １ ２ ０ ６ 

一般非行関係 ０ ０ １ ０ １ 

収賄等関係 ０ ０ ０ ０ ０ 

道路交通法違反 ４ ６ ０ ０ １０ 

監督責任 ０ ０ ０ ０ ０ 

小 計 ７ ７ ３ ０ １７ 

教
育
委
員
会 

給与・任用に関する不正 ０ ０ ０ ０ ０ 

一般服務違反関係 ４ ４ １ ０ ９ 

一般非行関係 ０ ０ ０ １ １ 

収賄等関係 ０ ０ ０ ０ ０ 

道路交通法違反 ０ ０ ０ ０ ０ 

監督責任 ０ ０ ０ ０ ０ 

小 計 ４ ４ １ １ １０ 

合 計 １５ １１ １５ ２ ４３ 
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第５章 職員の服務の状況 

 

１．服務規律の遵守に関する取組状況 

 

地公法では、『すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務

の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない』という服務の根本基準が

規定されています。また、同法では、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行

為の禁止、秘密を守る義務、職務に専念する義務、さらには政治的行為の制限等に関する規定

の遵守が求められています。 

平成 23 年度には、市政を運営し職務を執行していくに当たっての基本姿勢である「神戸市

職員コンプライアンス共有理念」を策定しています。また、機会あるごとに服務規律の遵守に

ついて周知徹底を図っており、令和４年度には、下記のとおり職員に対して、綱紀粛正及び服

務規律の徹底を図りました。 
 

  ○令和４年度に実施した綱紀粛正及び服務規律の徹底 

令和４年４月  「職員の綱紀粛正及び服務規律の徹底について」（副市長通知） 

令和４年６月  「職員の服務規律の徹底について」（行財政局長通知） 

令和４年 12 月 「職員の綱紀粛正及び服務規律の徹底について」（副市長通知） 

 

 

２．服務事故防止の取組状況 

 

服務事故の再発防止の取り組みとしては、平成 13 年度に「懲戒処分の指針」を定め、これ

を職員全員に周知徹底するとともに、平成 19年度以降は、「神戸市政の透明化の推進及び公正

な職務執行の確保に関する条例」に基づき、新たにコンプライアンス推進責任者となる所属長

等に対して、服務事故防止も含めた「コンプライアンス推進責任者研修」を実施したうえで、

所属長が中心となって、服務規律や倫理原則の確認を通じて、職員のコンプライアンス意識を

徹底するための職場研修を実施しています。 

また、平成 31 年４月に「懲戒処分の公表基準」の見直しを行い、処分案件を神戸市ホーム

ページに掲載しました。神戸市ハラスメント対策基本方針の策定に伴い、「懲戒処分の指針」

についても見直しを行い、新たにハラスメントに対する処分量定を制定し、これらを職員全員

に周知徹底しました。 
 

  ○懲戒処分の全件発表（令和４年度懲戒処分については、令和５年５月に発表） 

  ○コンプライアンス推進責任者研修（令和４年７～９月に eラーニング研修を実施） 

  ○コンプライアンス推進に係る全職員向け研修（令和４年 11月から 12 月に eラーニング及

び職場研修を実施） 

○その他の主な服務事故防止策 

・自主監査･･･毎年１回、事故の未然防止のため、それぞれの担当する事務について、 

所属長自ら監査を実施 

・研  修･･･新規採用者、新任の係長などに対して、服務事故防止に関する研修を実施 

その他、会計事務研修、職務に応じた研修も実施 



17 

第６章 職員の研修及び人事評価の状況 

 

１．職員の研修について 

変化の激しい社会や、多様化する市民ニーズに的確に対応できる人材を育成するため、階層

別研修を中心とした様々な研修を実施しています。令和４年度は、課長級職員のマネジメント

能力向上を図る研修や、新規採用職員研修におけるリーダーシップ研修等を新たに実施しまし

た。また、LMS（学習管理システム）の導入により、場所や時間を選ばず、各々の業務に必要

な知識・スキルを学ぶ環境を整備するなど、職員の自発的・継続的な学習意欲を高める取組み

を行っています。 

 

○令和４年度研修実績 

（注）件数及び参加人数は、行財政局職員研修所が主催した研修の実績です。

区分 概要 主な研修・実施機関 
件数

(件) 

参加人数

(人) 

階層別研修 

採用年次・職位等に

おいて求められる能

力・技能を身につけ

る研修 

新規採用、採用２・３・５年次研

修、３級職員研修、係長昇任時研

修、課長昇任時研修、部長昇任時

研修、再任用研修、会計年度任用

研修 

28 5,889 

テーマ別研

修 

職務を遂行するうえ

で必要な知識・技能

を身につける研修 

応対研修、法務研修、基礎実務研

修、英語応対向上研修 33 2,150 

派遣研修 

専門的知識・技法を

習得するため、外部

機関が実施する研修 

国土交通大学校、全国建設研修セ

ンター、近畿地方整備局、統計研

究研修所 

45 64 
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２．職員の人事評価について 

（１）職員の勤務成績について公正かつ客観的に評価し、その評価の結果に基づいて、適正に人

事管理を行うため、以下のとおり職員の勤務成績について評価を行っています。 

区分 対象者 評価期間 

人事評価制度 全職員 ４月１日～翌年３月 31日 

条件附採用期間

勤務成績評価 

条件附採用期間中（採用から６ヶ月以

内）の職員 
採用から５ヶ月間 

 

（２）課長級以上の全職員に対しては、平成 23 年度より、業績評価と能力評価による人事評価

制度を実施しています。 

係長級以下の職員に対しては、地方公務員法の改正に伴い、従来の勤務評定に替えて、職

務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を把握した上で行われる人事評価制度

を、平成 27 年度に試行実施し、平成 28年度より本格実施しました。 

また、人事評価結果については、勤勉手当・昇給・昇格及び昇任等へ活用しています。 

今後も人事評価制度の実施による、能力・実績に基づく人事管理を行うことにより、公務

能率の向上につなげ、市民サービス向上の土台をつくることを目指します。 
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第７章 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

１．職員の健康管理について 

安定的な行政運営を確保するため、各種健康診断等を労働安全衛生法等に基づき実施し、疾

患の予防及び早期発見・早期治療を図るとともに、メンタルヘルス対策事業を実施し、職員の

健康管理に努めています。 

（１）健康診断の状況  

健康診断の種類 対 象 者 

定期健康診断 全職員 

深夜業務従事者健康診断 深夜業務に従事する職員 

有機溶剤取扱業務従事者特殊健康

診断 
有機溶剤を取り扱う職員 

特定化学物質等取扱業務従事者 

特殊健康診断 
特定化学物質等を取り扱う職員 

情報機器作業従事者特殊健康診断 情報機器作業に従事する職員 

破傷風予防接種 破傷風に罹患する恐れのある事業場の職員 

胃疾患検査 希望者 

大腸疾患検査 40 歳以上の職員のうち希望者 

保健指導 
健診の結果、生活習慣の改善が必要と判定された者 

※ ただし特定保健指導の対象者は除く 

 

（２）メンタルヘルス対策事業の状況 

種類 対 象 者 

メンタルヘルスチェック 全職員 

メンタルヘルス相談 全職員 

メンタルヘルス講演・研修 全職員、各種研修対象者 

 

２．福利厚生事業の概要について 

（１）職員の待機宿舎の管理運営 

    災害時の初動確保に備えるため、待機宿舎（１棟のうち 50室）の管理運営を行っています。 

（２）福利厚生のための各種団体の設置 

 ア 神戸市職員共済組合 

地方公務員等共済組合法に基づき、職員の病気、負傷、出産、休業、災害、退職、障害

若しくは死亡又はその被扶養者の病気、負傷、出産、死亡若しくは災害に関して適切な給

付（短期給付又は長期給付）を行うため、相互救済を目的として設置しています。 

あわせて福祉事業を実施することにより、職員及びその家族の生活の安定と福祉の向上

に寄与しています。 

なお、公立学校教職員（管理員・調理士を除く）については、公立学校共済組合に加入

しています。 
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区 分 概 要 

長期給付事業 

年金給付に関する各種手続・相談 

保険料率等 

平成 27 年 10 月から年金制度が一元化されたことに伴い、保険料等の

算定の方法がこれまでの手当率制から標準報酬制へ変更 

 

（厚生年金） 

負担区分 期間 標準報酬月額・標準期末手当等 

組合員 

（保険料） 
R４.４～R５.３ 91.50/1000 

事業主 

（負担金） 
R４.４～R５.３ 91.50/1000 

公的負担 R４.４～R５.３ 41.6/1000 

追加費用（事業主のみ） 14.4/1000 

 

（退職等年金） 

負担区分 期間 標準報酬月額・標準期末手当等 

組合員 

（掛金） 
R４.４～R５.３ 7.5/1000 

事業主 

（負担金） 
R４.４～R５.３ 7.5/1000 

 

（経過的長期） 

負担区分 期間 標準報酬月額・標準期末手当等 

事業主 

（負担金） 
R４.４～R５.３ 0.1005/1000 

追加費用（事業主のみ） 1.4/1000 
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区 分 概 要 

短期給付事業 

・福祉事業 

保健給付・休業給付・災害給付、人間ドック助成ほか各種健康増進事業 

 

短期（医療）給付 

負担区分 期間 標準報酬月額・標準期末手当等 

組合員  

（掛金） 
R４.４～R５.３ 39/1000 

事業主  

（負担金） 
R４.４～R５.３ 39/1000 

事業主   

(調整負担金) 
R４.４～R５.３ 0.1/1000 

公的負担 R４.４～R５.３ 0.06/1000 

 

福祉事業 

負担区分 期間 標準報酬月額・標準期末手当等 

組合員  

（掛金） 
R４.４～R５.３ 1.5/1000 

事業主  

（負担金） 
R４.４～R５.３ 1.5/1000 

 

介護保険 

負担区分 期間 標準報酬月額・標準期末手当等 

組合員  

（掛金） 
R４.４～R５.３ 8.9/1000 

事業主  

（負担金） 
R４.４～R５.３ 8.9/1000 
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イ 神戸市職員共助組合 

  職員の相互扶助及び福利厚生の増進を目的として、地公法第 42 条を根拠とした条例に基

づき、神戸市職員共助組合を設置しています。 

なお、公立学校教職員については、神戸市立学校教職員共済会等に加入しています。 

事業内容  

 

慰安会事業 永年・特別永年勤続職員慰安会 

給付事業 結婚祝金、出産祝金、入学祝金、弔慰金など 

保険事業 共助（団体）保険 
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３．安全衛生管理の状況 

  職員の安全衛生対策については、各局区に設置した安全衛生委員会を中心として取り組んで

います。公務災害防止に向けて、各職場において安全作業マニュアルに沿った作業の徹底を図

るとともに、公務災害が発生した場合には、災害原因の検証や再発防止策の検討及びその情報

の周知徹底を図るなどの取り組みを行っています。 

 

 ○令和４年度の安全衛生管理体制の整備状況 

    設置事業所数（単位：箇所） 

区 分 
総括安全 

衛生管理者 

安全 

管理者 

衛生 

管理者 

安全衛

生推進

者等 

産業医 
衛生 

委員会 

安全 

委員会 

安全衛生 

委員会※ 

市長部局等 ０ ２２ ８８ ８７ ６４ ６４ ２２ ２２ 

消防局 ０ ０ １２ １ １２ １２ ０ ０ 

水道局 ０ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ 

交通局 ７ ７ ７ １０ ７ ７ ７ ７ 

教育委員会 １ ０ ４５ ２２９ １３ ４５ ０ １ 

合 計 ８ ３３ １５６ ３３１ １００ １３２ ３３ ３４ 

※衛生委員会及び安全委員会を設置している事業所のうち、安全衛生委員会として設置して

いる事業所数（再掲） 

 水道局については、令和４年度に事業所の統合があったため、令和５年３月時点の数を記載。 

 

○令和４年度の公務災害・通勤災害の認定件数 

（単位：件） 

区 分 公務災害 通勤災害 合計 

市長部局等 １２２ ２３ １４５ 

消防局 １７ ４ ２１ 

水道局 ６ ２ ８ 

交通局 １４ ３ １７ 

教育委員会 １０７ ７ １１４ 

合計 ２６６ ３９ ３０５ 
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Ⅱ．令和４年度 人事委員会の業務の状況 

 

第１章 職員の競争試験及び選考の状況 

 

１．採用試験の概要 

  職員の採用は、人事行政の根幹をなすものであり、地方公務員法（以下「地公法」という。）は、「平等取扱の原則

（第13条）」、「成績主義の原則（第15条）」及び「平等公開の原則（第19条）」を根本基準とし、競争試験によるこ

とが原則（第17条）です。令和４年度において実施した職員採用試験の概要及び状況は、次のとおりです。 

 

（１）種類別の受験資格、試験内容 

   本委員会では、当初より学歴区分別に採用試験を実施しています。 

現在では、大学卒、高専・短大卒、高校卒の３つの学歴別採用試験を基本として、多様な人材確保のために公務

員試験対策が不要な採用試験（大学卒：特別枠、通年募集枠、デザイン・クリエイティブ枠 高専・短大卒：デザ

イン・クリエイティブ枠）を実施しています。その他にも、社会人採用試験、就職氷河期世代を対象とした採用試

験（選考）を実施しています。 

 

（試験内容） 

試験区分 
受験資格 

（年齢制限など） 第1次試験 第2次試験 第3次試験 

大学卒 

[一般枠] 

平成7年4月2日以降に生まれた人

で大学を卒業した人または卒業す

る見込みの人 

基礎的能力（択一式） 

専門（択一式） 

適性検査（職務適性） 

個別面接 

個別面接 

グループワーク 

論文 

大学卒 

［消防］ 

平成5年4月2日以降に生まれた人

で大学を卒業した人または卒業す

る見込みの人 

基礎的能力（択一式） 

専門（択一式）＊技術区分のみ 

専門（記述式）＊航海区分のみ 

適性検査（職務適性） 

個別面接 

グループワーク 

体力検査 

個別面接 

論文 

身体検査 

大学卒 

[特別枠] 

平成10年4月2日以降に生まれた

人で大学を卒業した人または卒業

する見込みの人 

適性検査（能力・職務適性） 

個別面接 

アピールシート 

＊総合事務のみ 

個別面接 

グループワーク 

時事問題 

論文 

大学卒、高専・短大卒 

[デザイン・クリエイテ

ィブ枠] 

大学卒： 

平成7年4月2日以降に生まれた人

で大学を卒業した人または卒業す

る見込みの人 

高専・短大卒： 

平成9年4月2日以降に生まれた人

で高等専門学校・短期大学を卒業し

た人または卒業する見込みの人 

適性検査（能力・職務適性） 

アピールシート 

個別面接 

グループワーク 

論作文 

個別面接 

プレゼンテーション 

大学卒 

[通年募集枠] 

平成7年4月2日以降に生まれた人

で大学卒を卒業した人または卒業

する見込みのある人 

適性検査（能力・職務適性） 

アピールシート 
個別面接 

グループワーク 

プレゼンテーション面

接 
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試験区分 
受験資格 

（年齢制限など） 第1次試験 第2次試験 第3次試験 

高専・短大卒 

平成9年4月2日以降に生まれた人

で高等専門学校・短期大学を卒業し

た人または卒業する見込みの人 

【事務】 

適性検査（能力・職務適性） 

個別面接 

 

グループワーク 

個別面接 

論文 

【技術】 

適性検査（職務適性） 

基礎的能力（択一式） 

専門（択一式） 

グループワーク 

個別面接 

論文 

 

平成7年4月2日以降に生まれた人

で高等専門学校・短期大学を卒業し

た人または卒業する見込みの人 

【消防】 

適性検査（職務適性） 

基礎的能力（択一式） 

専門（択一式） ＊消防総合以

外 

グループワーク 

個別面接 

体力検査 

個別面接 

論文 

身体検査 

高校卒 

平成11年（消防は平成9年）4月2

日から平成17年4月1日までに生

まれた人 

【事務・消防】 

教養（択一式） 

適性検査（職務適性） 

個別面接 

グループワーク 

体力検査 ＊消防のみ 

個別面接 

論文 

身体検査 ＊消防のみ 

 

【技術】 

教養（択一式） 

専門（択一式） 

適性検査（職務適性） 

個別面接 

グループワーク 

論文 

 

社会人 
昭和58年4月2日から 

平成7年4月1日までに生まれた人 

適性検査（能力・職務適性） 

アピールシート 

資格加点＊福祉・技術区分（獣

医を除く） 

個別面接 

提案型論文 

個別面接 

グループワーク 

就職氷河期世代 
昭和45年4月2日から昭和61年4

月1日までに生まれた人 
適性検査（能力・職務適性） 個別面接 

グループワーク 

個別面接 

論文 ＊１次試験で実

施 

育児休業代替 

任期付職員 

平成16年4月1日までに生まれた

人 

教養（択一式）＊事務のみ 

作文 ＊事務除く 

 

作文 （＊事務のみ） 

個別面接 

 

会計年度任用職員 
平成17年4月1日までに生まれた

人 
教養 

作文  

個別面接 
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（２）令和４年度実施状況 

ア 全区分の実施状況 

 

試験区分 受験者数（人） 合格者数（人） 競争率（倍） 

大学卒 
[一般枠] 

事 務 479 59 8.1 

技 術 52 16 3.3 

消 防 132 14 9.4 

小 計  663   89 7.4 

大学卒 
[特別枠] 

事 務 608 26 23.4 

技 術 36 3 12.0 

小 計  644   29 22.2 

大学卒 
[デザイン・ 

クリエイティブ枠] 

事 務 44 2 22.0 

大学卒 
[通年募集枠] 

3月～5月申込分 

事 務 31 0 0 

技 術 1 0 0 

小 計   32    0 0 

6月～8月申込分 

事 務 29 4 7.3 

技 術 3 2 1.5 

小 計   32    6 5.3 

9～11月申込分 

事 務 32 2 16.0 

技 術 6 2 3.0 

小 計   38    4 9.5 

12月～2月申込分 

事 務 26 2 13.0 

技 術 2 1 2.0 

小 計   28    3 9.3 

高専・短大卒 

事 務 51 1 51.0 

技 術 5 2 2.5 

消 防 59 6 9.8 

小 計  115    9 12.8 

高専・短大卒 
[デザイン・ 

クリエイティブ枠] 
事 務 10 0 0 

高校卒 

事 務 19 1 19.0 

技 術 11 5 2.2 

消 防 128 17 7.5 

小 計  158   23 6.9 

社会人 
[春] 

事 務 330 13 25.4 

技 術 54 10 5.4 

小 計  384   23 16.7 

社会人 
[秋] 

事 務 313 26 12.0 

技 術 39 11 3.5 

小 計  352   37 9.5 

就職氷河期 

世代 

事 務 321 4 80.3 

技 術 26 1 26.0 

小 計  347    5 69.4 

合   計 2,847  230 12.3 
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イ 種類別の実施状況 

（ア） 大学卒一般枠採用試験（選考） 

試験区分 
申込者数 受験者数 最終合格者数 競争率 

（人） （人） （人） （倍） 

総 合 事 務 536 451 51 8.8 

交 通 事 務 9 8 2 4.0 

福 祉 22 20 6 3.3 

土 木 16 15 5 3.0 

建 築 5 2 1 2.0 

総合設備（電気） 1 1 0 0.0 

総合設備（機械） 5 4 1 4.0 

水道技術（土木） 0 0 0 0.0 

水道技術（電気） 1 1 0 0.0 

水道技術（機械） 0 0 0 0.0 

農 業 6 5 2 2.5 

造 園 4 4 3 1.3 

総合科学（化学） 3 3 0 0.0 

総合科学（生物） 6 6 0 0.0 

総合科学（環境） 2 2 0 0.0 

総合科学（獣医） 4 2 2 1.0 

総合科学（畜産） 2 2 1 2.0 

総合科学（水産） 0 0 0 0.0 

総合科学（生命科学） 1 1 0 0.0 

総合科学（薬学） 4 4 1 4.0 

消 防 145 132 14 9.4 

合 計  772  663   89 7.4 

 

 

（イ）大学卒デザイン・クリエイティブ枠採用試験 

試験区分 
申込者数 受験者数 最終合格者数 競争率 

（人） （人） （人） （倍） 

総 合 事 務 46 44 2 22.0 

 

試験区分 受験者数（人） 合格者数（人） 競争率（倍） 

会計年度任用職員（1回目） 71 15 4.7 

会計年度任用職員（2回目） 60 17 3.5 

育児休業代替任期付(1回目) 59 44 1.3 

育児休業代替任期付(2回目) 74 53 1.4 
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（ウ）大学卒特別枠採用試験 

試験区分 
申込者数 受験者数 最終合格者数 競争率 

（人） （人） （人） （倍） 

総 合 事 務 575 542 20 27.1 

福 祉 68 66 6 11.0 

土 木 13 13 1 13.0 

建 築 14 14 2 7.0 

総合設備（電気） 7 7 0 0.0 

総合設備（機械） 3 2 0 0.0 

合 計  680  644   29 22.2 

 

 

（エ）大学卒通年募集枠採用試験 

  

試験区分 申込月 
申込者数 受験者数 最終合格者数 競争率 

（人） （人） （人） （倍） 

総 合 事 務 

３～５月 28 26 0 0.0 

６～８月 28 26 3 8.7 

９～11月 35 31 2 15.5 

12～２月 27 24 2 12.0 

福 祉 

３～５月 5 5 0 0.0  

６～８月 3 3 1 3.0 

９～11月 1 1 0 0.0 

12～２月 2 2 0 0.0 

土 木 

３～５月 0 0 0 0.0 

６～８月 0 0 0 0.0 

９～11月 1 1 0 0.0 

12～２月 0 0 0 0.0 

建 築 

３～５月 0 0 0 0.0 

６～８月 1 1 1 1.0 

９～11月 4 4 2 2.0 

12～２月 1 0 0 0.0 

総合設備（電気） 

３～５月 0 0 0 0.0 

６～８月 0 0 0 0.0 

９～11月 0 0 0 0.0 

12～２月 0 0 0 0.0 

総合設備（機械） 

３～５月 1 1 0 0.0 

６～８月 2 2 1 2.0 

９～11月 1 1 0 0.0 

12～２月 2 2 1 2.0 

合 計 

３～５月   34   32    0 0.0 

６～８月   34   32    6 5.3 

９～11月   42 38 4 9.5 

12～２月   32   28    3 9.3 

総 計 142 130 13 10.0 
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（オ）高専・短大卒採用試験 

試験区分 
申込者数 受験者数 最終合格者数 競争率 

（人） （人） （人） （倍） 

総 合 事 務 56 51 1 51.0 

土 木 4 3 1 3.0 

建 築 1 1 1 1.0 

総合設備（電気） 0 0 0 0.0 

総合設備（機械） 0 0 0 0.0 

水道技術（土木） 1 1 0 0.0 

水道技術（電気） 0 0 0 0.0 

水道技術（機械） 0 0 0 0.0 

消 防 62 59 6 9.8 

合 計 124 115 9 12.8 

 

 

（カ）高専・短大卒デザイン・クリエイティブ枠採用試験 

試験区分 
申込者数 受験者数 最終合格者数 競争率 

（人） （人） （人） （倍） 

総 合 事 務 11 10 0 0.0 

 

 

（キ）高校卒採用試験 

試験区分 
申込者数 受験者数 最終合格者数 競争率 

（人） （人） （人） （倍） 

総 合 事 務 21 19 1 19.0 

土 木 3 3 1 3.0 

建 築 0 0 0 0.0 

総合設備（電気） 4 4 1 4.0 

総合設備（機械） 1 1 0 0.0 

水道技術（土木） 2 2 2 1.0 

水道技術（電気） 0 0 0 0.0 

水道技術（機械） 1 1 1 1.0 

消 防 138 128 17 7.5 

合 計 170 158 23 6.9 
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（ク）社会人採用試験（選考） 

春実施 

試験区分 
申込者数 受験者数 最終合格者数 競争率 

（人） （人） （人） （倍） 

総合事務(事務) 300 291 11 26.5 

総合事務（ICT／デジタル） 19 19 1 19.0 

福 祉 21 20 1 20.0 

土 木 24 23 6 3.8 

建 築 4 4 2 2.0 

総合設備（電気） 9 8 2 4.0 

総合設備（機械） 15 15 0 0.0 

総合科学（獣医） 4 4 0 0.0 

合 計  396  384 23 16.7 

 

 

秋実施 

試験区分 
申込者数 受験者数 最終合格者数 競争率 

（人） （人） （人） （倍） 

総合事務(事務) 282 271 21 12.9 

総合事務（ICT／デジタル） 21 18 1 18.0 

福 祉 25 24 4 6.0 

土 木 11 9 2 4.5 

建 築 6 6 3 2.0 

総合設備（電気） 13 13 2 6.5 

総合設備（機械） 8 8 2 4.0 

総合科学（獣医） 3 3 2 1.5 

合 計  369  352 37 9.5 
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（ケ）就職氷河期世代を対象とした職員採用試験（選考） 

試験区分 
申込者数 受験者数 最終合格者数 競争率 

（人） （人） （人） （倍） 

総 合 事 務 312 289 4 72.3 

福 祉 33 32 0 0.0 

土 木 6 6 0 0.0 

建 築 3 3 1 3.0 

総合設備（電気） 8 8 0 0.0 

総合設備（機械） 9 9 0 0.0 

合 計  371  347 5 69.4 

 

 

（コ）育児休業代替任期付職員採用試験（選考） 

試験区分 

８月 12月 

申込者数 受験者数 最終合格者数 競争率 申込者数 受験者数 最終合格者数 競争率 

（人） （人） （人） （倍） （人） （人） （人） （倍） 

総合事務 52 46 35 1.3 69 57 39 1.5 

福祉 8 7 4 1.8 12 11 9 1.2 

土木 1 1 0 0.0 1 1 0 0.0 

建築 1 1 1 1.0 0 0 0 0.0 

総合設備 

（電気） 
0 0 0 0.0 0 0 0 0.0 

総合設備 

（機械） 
0 0 0 0.0 0 0 0 0.0 

農業 0 0 0 0.0 0 0 0 0.0 

造園 0 0 0 0.0 0 0 0 0.0 

総合科学 

（化学） 
1 1 1 1.0 1 1 1 1.0 

総合科学 

（生物） 
0 0 0 0.0 0 0 0 0.0 

総合科学 

（環境） 
0 0 0 0.0 0 0 0 0.0 

総合科学 

（獣医） 
1 1 1 1.0 1 1 1 1.0 

総合科学 

（畜産） 
1 1 1 1.0 2 2 2 1.0 
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試験区分 

８月 12月 

申込者数 受験者数 最終合格者数 競争率 申込者数 受験者数 最終合格者数 競争率 

（人） （人） （人） （倍） （人） （人） （人） （倍） 

総合科学 

（水産） 
1 1 1 1.0 0 0 0 0.0 

総合科学 

（生命科学） 
0 0 0 0.0 1 1 1 1.0 

総合科学 

（薬学） 
0 0 0 0.0 1 0 0 0.0 

合計 66 59 44 1.3 88 74 53 1.3 

 

 

（サ）会計年度任用職員採用試験 

試験区分 
申込者数 受験者数 最終合格者数 競争率 

（人） （人） （人） （倍） 

会計年度任用職員 

(8月) 
88 71 15 4.7 

会計年度任用職員 

(12月) 
73 60 17 3.5 

 

 

（３）広報活動 

  大学や民間企業等が主催する就職説明会（オンライン・現地説明会）に参加しています。 

また、毎年３月に実施している神戸市主催の就職説明会をオンライン開催するとともに、当日参加できなかった

方のために動画をホームページで配信しました。 

令和４年度初の取り組みとして、SNS 広告を活用し、神戸市主催の就職説明会、大学１・２回生向けの就職説明

会の広報を実施しました。 

 

《その他継続実施活動》 

・採用ホームページ 

市政・仕事紹介、主要プロジェクト紹介、各職種の仕事紹介、採用後の研修等のほか、職員の働く様子を紹介

したミニ動画や、1年目職員へのQ&Aを掲載しています。 

・神戸市職員採用X（旧Twitter）（令和2年1月より） 

 

２．採用選考等の実施状況 

（１）障害者を対象とした採用選考 

  申込者数（人） 受験者数（人） 合格者数（人） 競争率（倍） 

大学卒 34 29 2 14.5 

高専・短大、高校卒 14 11 1 11.0 

合計 48 40 3 13.3 

 

（２）係長級以上の職の採用選考 

   係長級以上の職の採用選考は、「職員の任用に関する規則」の規定に基づき、採用選考を本委員会で行っています。 

    実施状況（令和４年４月２日～令和５年４月１日採用） 

    局長級 １人 部長級  ３人  課長級 ４人  係長級 １人   計 ９人 
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（３）民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律第79条第１項に規定する地方派遣職員をもって

補充する職の採用選考 

    ０人 

 

（４）キャリアリターン採用選考 

   本市職員を離職した者を対象として実施する選考 

 １人 

 

（５）任期付職員の採用選考 

   任期付職員の採用選考は、「神戸市一般職の任期付職員の採用に関する規則」に基づき、採用選考を本委員会で承

認しています。 

    実施状況（令和４年４月２日～令和５年４月１日採用） 

    局長級 １人 部長級 ３人  課長級 ７人  係長級 ４人  担当 ３人  計 １８人 

 

 

３．昇任選考の実施状況 

（１）係長級以上への昇任選考 

 本市では、係長級への昇任にあたり、一部の資格・免許や専門的知識等を必要とする職を除き、試験的選考を

行っていましたが、平成29年度をもって廃止しました。平成30年度以降は、係長級への昇任は、全ての職にお

いて、「職員の任用に関する規則」に基づき本委員会で試験によらない選考を実施しています。 

 また、課長級以上への昇任は、「職員の任用に関する規則」の規定により、選考によることとされており、これ

に基づき本委員会で選考を実施しています。 

    実施状況 令和４年４月２日～令和５年４月１日昇任 (令和４年度昇任選考実施)  

市長部局 

局長級 15人  部長級 44人 課長級 95人 係長級  131人 

消防局 

司監（局長級）１人 監（部長級）５人 司令長（課長級）12人 消防司令（係長級）16人 

交通局 

 係長級３人（運輸現業） 

教育委員会 

 係長級２人（学校事務） 

   

（２）労務職員の昇任選考 

労務職員のうち、監督的業務に従事するものについては、本委員会において昇任の選考の根拠・基準を設け、

任命権者により選考を行っています。なお、作業長、総括班長、守衛長、総括総班長、総班長への昇任について

は、「人事委員会の権限の一部を委任する規則」により、最終合格者の決定については、本委員会の権限として保

留しています。 

実施状況 令和４年４月２日～令和５年４月１日昇任 (令和４年度昇任選考実施) 

市長部局 作業長８人 総括班長３人   守衛長１人 

教育委員会 総括班長１人 
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第２章 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況 

 

１．給与報告・勧告制度  

公務員は、法律により争議権や団体交渉権などの労働基本権が制約されており、民間企業の従業員のように労使協

定によって給与を決定できないため、その代償措置として、人事委員会は給与報告・勧告を行っています。この報告・

勧告は、民間企業の従業員の給与水準に合わせること（民間準拠）を基本としており、民間の給与水準を調査、比較

して行っています（地公法第８条第１項第２号、同項第５号、第14条第２項、第26条）。 

 

２．令和４年度報告及び勧告 

本委員会は、令和４年９月12日（月）、市会議長及び市長に対し、職員の給与等に関する報告及び勧告を行いまし

た。 

 

３．民間給与との比較結果 

 （１）月例給 

本市職員と市内民間企業の従業員の令和４年４月給与を、役職、学歴、年齢別に対応させるラスパイレス方式に

より比較し、月例給較差は、853円（0.22％）と算定しました。 

民間給与（A） 職員給与（B） 較差(C)=(A)－(B) 〔(C)／(B)×100〕 

３９７，４２９円 ３９６，５７６円  ８５３円〔０．２２％〕 

注１．職員給与には、給料、扶養手当、地域手当、管理職手当、住居手当及び単身赴任手当を含みます。 

（較差比較対象職員の平均年齢：４１.７歳） 

２．民間給与は、市内の企業規模50人以上で、かつ事業所規模50人以上の653事業所から171事業所 

 を無作為に抽出し、給与改定や賃金カット等の有無にかかわらず、調査した結果です。 

 

（２）特別給（期末・勤勉手当） 

民   間 職   員 民間 － 職員 

４．４０月分   ４．３０月分 ０．１０月分 

 

４．報告及び勧告の内容 

令和４年度の給与改定の取扱い 

①月例給 

・行政職給料表については、国の行政職俸給表（一）及び他の政令指定都市における同種の給料表の改定傾向を考

慮のうえ、初任給の引上げをはじめとして本市職員の実態に適合した改定を行う必要がある。 

・行政職給料表以外の給料表についても、行政職給料表との均衡を基本とし、それぞれに対応する国の俸給表の改

定に関する考え方を考慮のうえ、改定を行う必要がある。 

②特別給（期末・勤勉手当） 

市内民間事業所における支給状況及び人事院勧告を考慮のうえ、支給月数を0.1月分引上げ。引上げ分は勤勉手

当に配分し、本年度については12月期の勤勉手当を引き上げ、令和５年度以降においては、6月期及び12月期の

勤勉手当が均等になるように配分することが適当である。 

支給月数（一般の職員の場合） 

  6月期 12月期 

本年度   期末手当 

勤勉手当 

1.20   月（支給済み） 

0.95  月（支給済み） 

1.20                    月        (改定なし) 

1.05  月 (現行0.95月） 

来年度 期末手当 

以降     勤勉手当 

 1.20     月 

 1.00     月 

1.20 月 

1.00 月 
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５．職員の人事管理に関する報告について 

（１） 多様な人材の確保及び育成 

ア 人材の確保 

・人材の確保は組織全体として取り組んでいくべき非常に重要なテーマという認識の下、より良い人材確保施策の展

開に向けて、全庁を挙げて取り組んでいく必要がある。 

・障害者雇用について、更なる雇用促進に向けて、本市の障害者活躍推進計画に基づき体制や職場環境の整備、障害

特性に応じた職務の選定・創出の工夫といった取組を積極的に進めていくことが望まれる。 

イ 職員研修 

・今後も研修機会の充実を図り、職員が主体的に学び、上司が職員一人ひとりに応じた指導や育成等を行いやすい環

境づくりを支援していくことが望まれる。 

・民間企業への派遣研修について、今後も、派遣された職員が身につけたこと等を市政に還元していけるよう、効果

的に活用していくことが望まれる。 

ウ 人事評価 

・今後も評価レベルの向上・均一化を図るとともに、一層納得性の高い公平・公正な制度運用に努めることが求めら

れる。 

エ 昇任意欲の醸成 

・今後も、係長職・管理職のやりがいや魅力の発信、キャリア形成支援など、昇任意欲の醸成とそれを支える環境づ

くりに引き続き努める必要がある。 

（２） 働き方改革と勤務環境の整備 

ア 長時間労働の是正と適切な勤務時間の管理 

・新型コロナウイルス感染症対応に全市を挙げて取り組んでいる中ではあるが、局室区長においては強いリーダーシ

ップを発揮し、個別の勤務実態を把握のうえ、要因の整理・分析・検証を行い、その原因に応じた具体的な対応の

実行が求められる。 

・任命権者においては、各局室区の具体的な取組を効果的に支援し、本市全体として長時間勤務の是正がより推進さ

れるような体制を構築していくことを期待する。 

・管理監督者においては、実態に即した適切な時間で命令を行い、退勤時間の確認も含め適切な勤務時間の管理に努

めるとともに、所属職員の意識改革にも取り組むなど、マネジメント能力を発揮することが求められる。 

・職員一人ひとりにおいても、業務改善・効率化の意識を高め、具体的な行動に移すことが望まれる。 

・教職員については、引き続き働き方に対する意識改革に取り組むとともに、地域や保護者など関係者の理解を得な

がら働き方改革に関する取組を進めていく必要がある。 

イ 多様な働き方の推進 

・男性職員の育児休業取得率の向上は、本人が能動的に子育てにかかわる契機となるとともに、性別に関係なく仕事

と家庭の両立ができる組織風土の醸成にも資することであり、これからも職員が必要な時期に制度を活用できるよ

うな環境や組織風土づくりにより一層努めていくことが求められる。 

・女性職員の一層の登用促進に向けて、引き続き、気兼ねなく昇任できる組織風土の醸成や昇任意欲を支える環境づ

くり、ライフイベントなどに配慮した多様な人材育成、キャリア形成支援等の取組を推進していく必要がある。 

・在宅勤務やフレックスタイム制については、コロナ禍の影響が落ち着いた後においても、引き続き職員が多様な働

き方を選択できるよう、制度の定着を図ることが必要と考える。 

ウ 職員の健康確保・安全衛生 

 ・長時間勤務については、職員の健康の確保に最大限配慮する必要があり、特にコロナ対応部局職員へのケア等につ

いては、健康管理部局と各局室区との協働により、徹底して取り組む必要がある。 

 ・メンタルヘルスについては、管理監督者を中心として早期対応・環境改善に努めるとともに、職員自身もセルフケ

アに努めていただきたい。任命権者においては、引き続き健康管理部局と職場との協働により、取組の充実を図る

ことが求められる。 

 ・職場環境の安全確保については、各職場においても安全意識の向上に努めるとともに、職員が安全に働ける環境づ

くりを進める必要がある。 

エ ハラスメントに対する取組 

・全ての職員が「神戸市ハラスメント対策基本方針」の理念を十分に認識し、組織全体としてハラスメント問題が生

じない職場環境づくりに努める必要がある。 

・職員が業務に関連して長時間のクレームや暴力行為等を受けるような事案に対しては、今後とも組織として毅然と
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対処していくための方針を確立し、取り組んでいくことが求められる。 

オ 職員の意識の把握 

・調査結果の活用により制度改正等の効果を分析・検証することで、職員の意識や職場風土の変化について継続的・

客観的に把握し、より良い制度運用や働き方改革の定着につなげていくことが必要である。 

（３） 高齢期雇用 

 ・定年引上げについて、条例・規則の改正を漏れなく行うとともに、職員に対して、今後のキャリアを選択するため

に必要な情報の周知を十分に行う必要がある。 

 ・高齢層職員の給与や退職制度については、本市の実情や国、他の自治体の現状等を踏まえながら、定年引上げとあ

わせた見直しを行う必要がある。 

 ・高齢層職員が培った経験や能力を引き続き活用し、後進の育成や知識・技術の活用にも努めることのできるような

環境づくりに取り組むことが重要である。 

（４） 職員の服務規律 

・任命権者においては、あらゆる機会を通じて、コンプライアンスの推進に取り組む必要がある。 

 ・全職員が今一度職員として守るべき義務を十分に認識するとともに、高い倫理観と使命感を持って行動し、市民の

期待と信頼に応えるよう精励されることを要望する。 
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第３章 職員の勤務条件に関する措置の要求の状況 

 

勤務条件に関する措置要求の制度は、労働基本権を制約された代償措置として、職員の適正な勤務条件を保障するた

めの制度で、職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関して、当局により適当な措置がとられるよう人事委員会に

要求できます（地公法第46条～48条）。令和４年度の新規の要求は１事案で、処理は２事案です。 

 

(1) 処理状況（令和４年４月１日～令和５年３月31日）                         

 

区分 

 

係属した事案 処理した事案 
５年

度へ 

繰越 

３年度

から 

繰越 

新規 

要求 
計 却下 取下げ 打切り 

判定 

計 全部 

容認 
棄却 

一部棄却 

一部却下 

任用            

給与等 １ １ ２     １ １ ２ ０ 

勤務時間等            

職務に関するもの            

執務環境            

福利厚生            

その他            

計 １ １ ２ ０ ０ ０ ０ １ １ ２ ０ 
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第４章 職員に対する不利益な処分についての審査請求の状況 

 

審査請求制度は、職員の身分保障の一環として地方公務員法で設けられた制度で、懲戒処分など不利益な処分を受け

た職員の申出について、公正・中立な第三者機関として人事委員会が処分の適法違法、妥当不当を判断し、裁決するも

のです(地公法第49条の２～第51条の２）。令和４年度の新規の請求は１事案で、処理は０事案です。 

 

 (1) 処理状況（令和４年４月１日～令和５年３月31日） 

区分 

係属した事案 処理した事案 
５年

度へ 

繰越 

３年度

から 

繰越 

新規の 

請求 
計 却下 取下げ 打切り 

判定 

計 処分 

取消 

処分 

修正 

処分 

承認 

分
限
処
分 

降任            

免職            

休職            

降給             

懲
戒
処
分 

戒告            

減給            

停職            

免職  １ １        １ 

その他            

計 ０ １ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

  

 

 

 

 

 

 


